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経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに
　　チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
　　構造に弾力性があることを示している。
　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類
　　した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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経常収支比率（合計）：
　経常収支比率が類似団体平均より高くなっているのには、人件費と公債費が大きく影響している。
人件費：
　合併直後のため定員の適正化が進んでいないことが主な要因である。今後は、行財政改革推進プランに
沿った削減を行い、早期の適正化を図る。具体的には、平成１８年４月１日現在の職員数２１８人を基準とし、
平成２２年４月１日までの４年間で３０人の職員数の削減を行う。６人退職につき１名採用。
人件費に準ずる費用：
　人件費に準ずる費用の中で、一部事務組合負担金（補助費等）が類似団体平均を上回っているのは、人件
費の中で多数を占める消防職員のほぼ半数が５０代のためではないかと思われる。これは消防組合結成時
（昭和４７年）に採用が集中したためと考えられる。
公債費：
　過去に実施した大型事業により類似団体平均を大きく上回っている。今後は、事業の見直しにより地方債
の発行を抑制するとともに、減債基金の積立による繰上償還を行い公債費の削減を図る。具体的には、地方
債発行額を当該年度の公債費（元金）償還額の２分の１以内とすることを目標とする。また、繰上償還につい
ては、平成２１年度までにおよそ２億４千万円を実施する計画である。これらにより、平成２３年度の実質公債
費比率（３カ年平均）を財政健全化基準である１８％以内まで削減する計画である。
公債費に準ずる費用：
　公債費に準ずる費用の人口１人当たり決算額は、類似団体平均とほぼ同額かそれ以内である。
普通建設事業費：
　普通建設事業費の人口１人当たり決算額が昨年より大きく減額されたのは、合併後、事業の見直し等によ
り事業費を抑制したためである。類似団体平均をも下回っている。しかし、平成２０年度より大型事業（地域情
報化整備事業）が本格実施されることから、決算額が大幅に増えることが予想される。そのため財政健全化
計画では、各年度の財政状況を見極め、長期的に普通建設事業費を抑制していく計画である。



普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

- - - - - -

うち単独分 - - - - - -

- - - - - -

うち単独分 - - - - - -

- - - - - -

うち単独分 - - - - - -

1,039,848 63,576 - 50,081 - -

うち単独分 635,090 38,829 - 32,308 - -

754,251 46,504 ▲ 26.9 57,400 14.6 ▲ 41.5

うち単独分 490,551 30,245 ▲ 22.1 34,972 8.2 ▲ 30.3

過去５年間平均 897,050 55,040 ▲ 26.9 53,741 14.6 ▲ 41.5

うち単独分 562,821 34,537 ▲ 22.1 33,640 8.2 ▲ 30.3

当該団体決算額
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当該団体値 類似団体平均値



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 1,807,547 111,446 76,495 45.7
賃金（物件費） 88,210 5,439 4,744 14.7
一部事務組合負担金（補助費等） 286,522 17,666 11,824 49.4
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 336 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付 - - 0 -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 3,153 194 3,430 ▲ 94.3
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 16,091 992 1,451 ▲ 31.6
▲退職金 ▲ 211,504 ▲ 13,041 ▲ 7,099 83.7
合計 1,990,019 122,697 91,181 34.6

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 11.84 8.39 3.45
ラスパイレス指数 91.9 95.1 ▲ 3.2

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除

1,827,221 112,659 41,239 173.2

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

- - - -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 58,361 3,598 11,591 ▲ 69.0
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金
又は負担金に充当する一般財源等額

59,974 3,698 6,528 ▲ 43.4

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当す
る一般財源等額

38,682 2,385 1,516 57.3

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

- - 16 -

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費とし
て普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された

▲ 1,193,152 ▲ 73,565 ▲ 31,586 132.9

合計 791,086 48,775 29,303 66.5
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（千円）

当該団体決算額
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※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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